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原 著

 
Ⅰ．緒　　　言

喫煙は喫煙者自身のがんや循環器疾患，呼吸機能障害

などの重篤な病態を引き起こすだけでなく，受動喫煙に
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Abstract
Objectives: The purpose of this study was to confirm the association of the status of implementation of 

nonsmoking at eating and drinking establishments with the prevalence of persons with subjective symptoms, 
the prevalence of persons with diseases under treatment, medical expenses, and mortality rate using prefec
tural data.

Methods: The prefectural rate of eating and drinking establishments implementing nonsmoking (here
after, nonsmoking rate) was calculated using the data from “Tabelog®”. The variables of interest were 
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ment, medical expenses (total, hospitalization and nonhospitalization expenses), and the mortality rates 
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Results: The nonsmoking rate showed a significantly negative correlation with the medical expenses. 
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rate also indicated a significantly negative correlation with the medical expenses in any category. It was 
negatively related to the mortality rates of cerebrovascular disease, cerebral infarction, and pneumonia. 
The negative correlation was stronger in females than in males.

Conclusions: These results suggest that the implementation of nonsmoking at eating and drinking estab
lishments may reduce the mortality rates of diseases, such as cerebrovascular disease, cerebral infarction, and 
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establishments in line with the Revised Health Promotion Act.
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よって非喫煙者においても同様の健康影響が認められる

(1)。そのため，2002 年に受動喫煙を防止するための健

康増進法が制定され (2)，2005 年にはたばこ規制に関す

る世界保健機関枠組条約が発効されるなど (3)，受動喫

煙対策が進められてきた。2018 年には，受動喫煙防止

を強化する改正健康増進法が制定された。改正健康増進

法では，望まない受動喫煙の防止を図るため，多数の者

が利用する施設等の区分に応じ，当該施設等の一定の場

所を除き喫煙を防止することが明記された (4)。
現状では，受動喫煙に曝露された場所として，飲食店

と答える者が最も多い (5, 6)。飲食店において受動喫煙

対策が実施できない理由として，店舗のスペースなどの

構造上の問題が挙げられ (7)，ファストフード店や軽食

喫茶などでは禁煙が進んでいるのに対し，バーなどでは

ほとんど禁煙化が進んでいない (7, 8)。そのため，受動

喫煙対策が二極化している。このような状況を反映し，

改正健康増進法においても，既存の小規模な飲食店など

は当面分煙措置を施す義務もなく喫煙できる状況となっ

ている。

一方，受動喫煙による健康影響は明らかになっている

(1)。国民の 3 割は受動喫煙症の可能性があるが，受動

喫煙による症状が強く疑われる者のうち，医療機関を受

診した者はわずか 1.5% である (9)。今後，飲食店等に

おいても受動喫煙対策が進められていくなかで，受動喫

煙対策の健康への影響を確認しておくことは受動喫煙対

策を評価するために必要な基礎的調査となり得る。しか

し，本国においてこのような基礎的調査は着手されはじ

めたばかりである (10, 11)。
そこで，本研究では飲食店の受動喫煙対策の状況とし

て禁煙を取り上げ，その実施状況と有訴者率，通院者率，

医療費および死亡率との関係について都道府県別資料を

用いて確認することを目的とした。

Ⅱ．研 究 方 法

1．飲食店における禁煙実施状況

先行文献では (10, 11)，通称「グルメサイト」を用い

て飲食店を把握していた。この方法は，飲食店がグルメ

サイトに登録した情報を活用して，簡易に禁煙・喫煙状

況を把握できる方法である。本研究は，禁煙実施状況を

確認するために，グルメサイトを代表する 4 社のうち

(12)，禁煙・喫煙状況に関する選択肢がみられる 3 社の

データを用いて，2019 年 3 月における都道府県別の飲

食店の店舗総数と禁煙実施店舗数を確認した。

分析対象とした 3 社については，カカクコムグループ

が運営する「食べログ」(13)，Retty 株式会社が運営す

る「Retty」(14)，株式会社ぐるなびが運営する「ぐる

なび」である (15)。なお，リクルートライフスタイル

が運営する「ホットペッパーグルメ」は (16)，禁煙・

喫煙状況に関する選択肢は「座席」欄の「禁煙席あり」

のみで，他の 3 社の受動喫煙対策と同等の比較が困難で

あったため，本研究からは除外した。

禁煙においては分煙を進める方法もあり，改正健康増

進法の制定を受け (4)，分煙を含む喫煙対策を行う店舗

の推移が予測されることから，2019 年 2 月に把握して

いた都道府県別の禁煙（分煙を含む）店舗数を用いるこ

ととした。分煙を含む禁煙の店舗数を分子，「禁煙・喫煙」

の欄を「指定なし」とした場合の店舗数（全件数）を母

数とし，禁煙（分煙を含む）店舗の割合（以下，禁煙割

合）を算出した。また，喫煙可と禁煙の合計店舗数を分

子，「指定なし」とした場合の店舗数（全件数）を分母

とし，禁煙・喫煙情報の提供率を算出した。飲食店すべ

てのジャンルにおける禁煙割合以外にも，比較的に長時

間，タバコ煙に曝露する可能性がある「レストラン」や

「カフェ・喫茶」，「バー・お酒」といったジャンル別に

も禁煙割合を算出した。

2．有訴者率・通院者率・医療費・死亡率

本研究では，健康に関連する指標のうち，先行研究 (10, 
11) で検討されていなかった，都道府県別の有訴者率，

通院者率，一人当たりの医療費を，死亡率として部位別

の悪性新生物，疾患別の死亡率を取り上げることとした。

国民生活基礎調査から都道府県別の有訴者率（2016）
と通院者率（2016）を (17)，医療費の地域差分析から

都道府県別の医療費（合計，入院，入院外）（2017）を

入手した (18)。
人口動態統計特殊報告の都道府県別年齢調整死亡率か

ら主な死因による性別死亡率のうち (19)，男女別の悪

性新生物（肺がん，胃がん，大腸がん）・心疾患・急性

心筋梗塞・脳血管疾患・脳梗塞・肺炎による死亡率（2015）
を入手した。

国民生活基礎調査から都道府県別喫煙率（男女計・男

女別）（2016）を入手した (17)。

3．分析方法

禁煙割合と有訴者率・通院者率・医療費・死亡率との

関係を確認するために，都道府県別喫煙率（男女計）を

制御変数とし，禁煙割合と有訴者率，通院率，医療費（合

計，入院，入院外）の偏相関係数を算出した。同様に，

都道府県別喫煙率（男女別）を制御変数とし，悪性新生

物（肺がん，胃がん，大腸がん）・心疾患・急性心筋梗塞・

脳血管疾患・脳梗塞・肺炎による死亡率との偏相関係数

を算出した。

統計解析には IBM SPSS Statistics 24 を用い，統計学的

有意水準は 5% とした。

Ⅲ．結　　　果

1．飲食店における禁煙実施状況

本研究で分析対象とした 3 社別に把握した店舗総数，

禁煙実施店舗数，それから算出した禁煙割合を表 1 に

示す。
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「食べログ」における禁煙割合を算出した場合，「すべ

て」（全店舗）では 22.8%，ジャンル別に確認すると，

「レストラン」では 22.3%，「カフェ・喫茶」では

34.6%，「バー・お酒」では 20.4% であった。

「Retty」における禁煙割合を算出した場合，「すべて」

などの全店舗を対象とした設定ができなかった。また，

「禁煙・喫煙」に関する選択肢は「喫煙可」と「禁煙」

のみで，分煙に関するものはなかったため「禁煙」を

選択した。ジャンル別に確認すると，「レストラン」で

は 15.6%，「カフェ」では 16.0%，「バー」では 5.5% で

あった。

「ぐるなび」における禁煙割合を算出した場合，「すべ

て」（全店舗）では 6.7%，ジャンル別に確認すると，「レ

ストラン」では 19.0%，「カフェ・スイーツ」では 6.6%，

「バー・バル・ダイニング」では 14.1% であった。なお，

分煙には加熱式タバコに関する選択肢も見られた。

禁煙情報の提供率は，全店舗で確認した場合でも，ジャ

ンル別で確認した場合でも「食べログ」が，約半数以上

と最も高かった。そのため，本研究の分析には「食べロ

グ」の禁煙割合を用いることにした。

また，2 月と 3 月の禁煙割合を比較すると全店舗で 3.4
ポイントの，ジャンル別では特に「バー・お酒」で 5.9
ポイントの増加がみられた。

2．禁煙割合と有訴者率・通院者率・医療費との関係

1）全店舗における禁煙割合と有訴者率・通院者率・医

療費との関係

「食べログ」を用いて，「すべて」（全店舗）に設定し，

都道府県別の飲食店における禁煙割合を算出したところ

（以下，全店舗禁煙割合），医療費（合計）（r＝－.499），
医療費（入院）（r＝－.545），医療費（入院外）（r＝－.326）
といずれも有意な負の相関が認められた（図 1，表 2）。
有訴者率と通院者率とに有意な関係はみられなかった。

2）ジャンル別による禁煙割合と有訴者率・通院者率・

医療費との関係

（1）「レストラン」における禁煙割合と有訴者率・通院

者率・医療費との関係

ジャンルを「レストラン」に指定し禁煙割合を算出し

たところ（以下，レストラン禁煙割合），レストラン禁

煙割合は有訴者数と通院者数とに有意な関係はみられな

かったが（表 2），医療費（合計），医療費（入院），医

療費（入院外）と有意な負の相関が認められた。

（2）「カフェ・喫茶」における禁煙割合と有訴者率・通

院者率・医療費との関係

ジャンルを「カフェ・喫茶」に指定し禁煙割合を算出

したところ（以下，カフェ禁煙割合），カフェ禁煙割合は

レストランの場合と同様に医療費（合計），医療費（入院），

医療費（入院外）と有意な負の相関が認められた（表 2）。
（3）「バー・お酒」における禁煙割合と有訴者率・通院

者率・医療費との関係

ジャンルを「バー・お酒」に指定し禁煙割合を算出し

たところ（以下，バー禁煙割合），バー禁煙割合は医療

費（合計），医療費（入院），医療費（入院外）と有意な

負の相関が認められた（表 2）。

3．禁煙割合と男女別による死亡率との関係（表 3）
1）全店舗における禁煙割合と死亡率との関係

全店舗禁煙割合において，男女ともに脳梗塞，肺炎と

表 1　飲食店における受動喫煙対策の状況

すべて 
（全店舗）

ジャンル別

レストラン カフェ・喫茶 バー・お酒

食べログ

全件数
885,059

（883,069）
607,794

（607,269）
120,170

（119,938）
50,726

（50,432）

禁煙
201,660

（200,388）
135,706

（133,548）
41,570

（41,372）
10,332

（10,197）

禁煙割合
22.8%

（19.4%）
22.3%

（18.9%）
34.6%

（30.5%）
20.4%

（14.5%）

禁煙・喫煙情報の提供率
49.7%

（48.0%）
53.4%

（53.1%）
55.8%

（55.8%）
70.9%

（71.0%）

Retty

全件数 10,353 87,289 43,962

禁煙 1,615 13,933 2,405

禁煙割合 15.6% 16.0% 5.5%

禁煙・喫煙情報の提供率 26.5% 29.1% 26.4%

ぐるなび

全件数 527,932 14,291 84,301 40,895

禁煙 35,156 2,718 5,589 5,765

禁煙割合 6.7% 19.0% 6.6% 14.1%

禁煙・喫煙情報の提供率 16.5% 29.5% 9.1% 37.3%

禁煙・喫煙情報の提供率（喫煙可＋禁煙）　検索日：2019 年 3 月 18 日・食べログの（　）内は 2019 年 2 月 4 日のデータ
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有意な負の相関が認められ，女性ではさらに脳血管疾患

と有意な負の相関が認められた。

2）ジャンル別による禁煙割合と死亡率との関係

（1）「レストラン」における禁煙割合と死亡率との関係

レストラン禁煙割合は，男女ともに脳梗塞，肺炎と有

意な負の相関が認められ，女性ではさらに脳血管疾患と

有意な負の相関が認められた。

（2）「カフェ・喫茶」における禁煙割合と死亡率との関係

カフェ禁煙割合は，男女ともに肺炎と有意な負の相関

が認められ，女性ではさらに肺がんと有意な負の相関が

認められた。

（3）「バー・お酒」における禁煙割合と死亡率との関係

バー禁煙割合は，男女ともに脳梗塞，肺炎と有意な負

の相関が認められ，女性ではさらに急性心筋梗塞，脳血

管疾患と有意な負の相関が認められた。

Ⅳ．考　　　察

1．禁煙割合の算出方法の妥当性について

本研究では，「食べログ」に登録されている店舗の禁煙・

喫煙の状況を用いて，喫煙割合を算出した。「食べログ」

の登録店舗の状況の妥当性を検討するために，総務省に

よる近々の平成 26 年経済センサス基礎調査と比較する

ことにした。産業大分類別事業所数では「宿泊業，飲食

サービス業」が 728,027 件であった (20)。平成 26 年か

表 2　禁煙割合と有訴者率・通院者率・医療費との関係（男女計）

すべて 
（全店舗）

ジャンル別

レストラン カフェ・喫茶 バー・お酒

r p r p r p r p

有訴者数 .175 .260 －.123 .217
通院者数 －.135 －.041 －.277 .031

医療費（合計） －.499 ** －.534 ** －.584 ** －.539 **
医療費（入院） －.545 ** －.569 ** －.577 ** －.595 **
医療費（入院外） －.326 * －.364 * －.455 ** －.336 *

*p＜.05　**p＜.01

表 3　禁煙割合と死亡率との関係（男女別）

すべて 
（全店舗）

ジャンル別

レストラン カフェ・喫茶 バー・お酒

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

r p r p r p r p r p r p r p r p

肺がん －.065 －.149 －.259 －.171 －.177 －.358 * －.281 －.187
胃がん －.170 .043 －.266 －.047 －.205 －.082 －.174 －.032
大腸がん .013 －.095 －.065 －.106 .094 －.016 －.065 .013

心疾患 －.049 －.162 －.076 －.161 －.008 －.229 －.092 －.225
急性心筋梗塞 －.260 －.251 －.187 －.202 －.281 －.284 －.295 －.340 *

脳血管疾患 －.278 －.354 * －.258 －.316 * －.062 －.129 －.232 －.302 *
脳梗塞 －.342 * －.442 ** －.359 ** －.378 * －.187 －.264 －.323 * －.319 *

肺炎 －.380 * －.432 ** －.451 ** －.425 ** －.297 * －.435 ** －.338 * －.414 **

*p＜.05　**p＜.01

図 1　都道府県別の禁煙割合（食べログ）と 1 人当たりの医療
費との関係
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ら店舗の件数は増加していることが推測されること，「食

べログ」の全店舗の件数は 885,059 件であったことから，

本研究では国内の飲食店を概ね網羅していると考えられ

る。また，禁煙・喫煙情報について誤登録の可能性はあ

るが，登録・編集者は店舗のユーザーである必要があり，

情報が誤っている場合は閲覧者から訂正を促す様であ

る。現在の禁煙・喫煙情報の正確性の確認は困難である

が，提供率は約半数以上となっており，他のグルメサイ

トと比較しても登録状況が良好であったことから，本研

究の分析に用いるデータとして最も妥当であったと推察

される。

2．飲食店における禁煙割合の現状について

「食べログ」における禁煙割合は全店舗では，22.8%
であった。ジャンル別にみると「カフェ・喫茶」が

34.6% と最も高く，「バー・お酒」が 20.4% と最も低かっ

た。これらの結果は，カフェなどでは早くから禁煙が進

んでいるのに対し，バーなどではほとんど禁煙化が進ん

でいなかったとする先行研究 (7, 8) と符合していた。大

多数の飲食店において禁煙化しても売り上げが変わらな

かったという報告はみられるものの (21)，喫煙と飲酒

との関係が指摘されているうえ (22, 23)，特に貧困な地

域に住んでいる者ではその関係が強くなるなどの社会的

な背景の影響を受けるため (24)，バーなどでは禁煙化

が困難な状況であると推察された。

諸外国においては，レストラン，カフェ，バーでの受

動喫煙対策は進んでいる (25–27)。そして，これらの場

所で禁煙の実施を継続することは，喫煙者における禁煙

の実施を支持するなどの肯定的な意識の変容につながる

といわれる (28)。
一方，屋内の喫煙対策に関する政策が施行されていな

がらも，レストランの 44% が喫煙を許可しているとい

う報告や (29)，49% のレストランやバーが受動喫煙対

策に関する方針をもちながらも，85% で喫煙されてい

たという報告も見られ (30)，受動喫煙対策の推進が困

難な国も多い (31)。これらはいずれも，本研究のよう

な全国的な調査ではないが，本研究をもとに，今後の国

内における飲食店の受動喫煙対策の推移について注目し

ていくことは重要である。

3．禁煙割合と有訴者率・通院者率・医療費・死亡率と

の関係について

本研究では，禁煙割合と有訴者率，通院者率とに相関

はみられなかった。有訴者の多くは腰痛や肩こりが占め

ており，喫煙に関連した症状に関する訴えが少ないこと

(32)，受動喫煙による症状が強く疑われる者でも受診す

る者は少ないこと (9) などが影響していると考える。

一方，禁煙割合と医療費とに負の相関がみられた。ま

た，男女ともに全店舗でもいずれのジャンルでも禁煙割

合と肺炎とに負の相関がみられた。さらに，全店舗でも

「レストラン」，「バー・お酒」でも，禁煙割合と脳梗塞

とに負の相関がみられた。女性に限っては，全店舗でも

「バー・お酒」でも脳血管疾患とに，「バー・お酒」では

急性心筋梗塞とにも負の相関がみられた。先行研究(11)
では，完全禁煙の割合が高いと年齢調整総死亡率が低く，

死因別では全悪性新生物の死亡率が低いと報告してい

る。本研究の禁煙割合には分煙している店舗を含んでい

ること，悪性新生物を部位別に確認していること，調査

時期が異なるため登録店舗数が増えていることなどの違

いはあるが，ほぼ同様の結果であった。

受動喫煙は脳血管障害の危険因子であり，脳梗塞や脳

出血などのリスクを高める (33)。そのため，受動喫煙に

よる超過医療費は脳血管疾患が最も多い (34)。受動喫

煙は肺炎の危険因子でもあり (35)，呼吸器症状を引き

起こし (36)，そのリスクは 4 倍までに増大し (37)，易

感染性亢進による肺炎や間質性肺炎を発症するリスクも

大きくなる。そのため，ドイツにおいて，バーやレスト

ランでの喫煙を禁止することにより，呼吸器疾患や心疾

患による入院を減少させたと報告されている (38)。こ

れは，本研究において，禁煙割合と肺炎による死亡率に

負の相関がみられたことと符合している可能性がある。

また，喫煙を禁止するような政策は急性心筋梗塞発生

および入院率の低下につながる (39, 40)。本研究におい

てもバーでの禁煙割合と女性の急性心筋梗塞とに，さら

に，全店舗でもジャンル別でも禁煙割合と医療費（入院）

とに負の相関がみられた。これらの結果は，職場だけで

はなく，レストランやバーでの受動喫煙が防止できた場

合，疾患による入院リスクが低下すること (41) とも符

合した結果となった。

一方，本研究で調査した主な死因について，概ね男性

より女性で有意な負の相関が強くみられた。これについ

ては，受動喫煙での脳血管疾患による超過医療費が，男

性では約 657 憶円なのに対して，女性では約 1,285 憶円

となっていること (34)，受動喫煙における有症状者は

女性の方が多かったこと (9) などが影響している可能性

が考えられた。

Ⅴ．本研究の限界と今後の課題

本研究では，都道府県別の飲食店の禁煙割合と有訴者

率・通院者率・医療費・死亡率との関係を確認したが，

有訴者率・通院者率・医療費・死亡率への影響は受動喫

煙単一なものではなく，他の要因も内在している。また，

グルメサイトへの店舗登録数がすべてを網羅できている

かどうか不明であること，禁煙・喫煙状況の登録が完全

ではなく，誤情報が含まれている可能性があることなど

が本研究の限界である。

一方，先行研究 (11) においては，完全禁煙の割合と

年齢調整総死亡率に関連がみられること，本研究におい

ても，喫煙と関係がある死因やそれに伴う医療費と，分

煙を含む禁煙を実施している飲食店の割合とに有意な負

の相関を認めたことから，飲食店における受動喫煙は，
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有訴者率・通院者率・医療費・死亡率に影響を及ぼす可

能性が高いことが窺える。2 月から 3 月の間でも，特に

「バー・お酒」の禁煙割合が 5.9 ポイント増加している。

今後，改正健康増進法により，飲食店の受動喫煙対策が

強化されていくと推察されることから，適宜，本研究結

果などとの比較，検討を行っていく必要がある。

Ⅵ．結　　　語

都道府県別に飲食店の禁煙割合と有訴者率・通院者率・

医療費・死亡率との関係について確認したところ，以下

の事が明らかになった。

・ 禁煙割合は医療費と有意な負の相関が認められ，飲食

店のジャンル別では，「カフェ・喫茶」「バー・お酒」，

「レストラン」のいずれの店舗においても，禁煙割合

と医療費とに負の相関が認められた。

・ 禁煙割合は主に脳血管疾患，脳梗塞，肺炎と負の相関

が認められ，男性より女性での負の相関が強かった。

したがって，飲食店における禁煙の実施は，脳血管疾

患，脳梗塞，肺炎などによる死亡率を低下させ，それに

かかる医療費を抑える可能性があるため，改正健康増進

法に沿った受動喫煙対策の実施は重要である。

本研究に関連し，利益相反はない。
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